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平 成18年度 財政状 況  
一厚生年金保険－  

1．収支状況  

2．給付状況  
（1）受給権音数、年金総額、老齢年金受絵権者平均年金額および平均加入期間…………・・  
（2）老齢年金受給権者（老齢相当）の年齢構成  

3．被保険者状況  
（1）被保険者数、被保険者の平均年齢、標準報酬月頼の平均、標準報酬月額総額、標準報酬総額等・  
（2）被保険者の分布  

（3）標準報酬の分布  

4．積立金の運用状況について  

5．財政再計井における将来見通しとの比較  
（1）収支状況の比較  

（2）被保険者数及び受給者数の比較  
（3）財政指標の比較   

厚生年金 平成18年度財政状況等の概要  

1．収支状況  

前年度との比較（伸び率％）   
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○上記げ〕〔］内ほ、年金楕宙金管環運用独立行政法人における前場運用分について、株式等の評価損益も運用収入に   
含める時価ベースで評価したヰノのであり、現金ベースの収支を示す厚牛年金の特別会計の決算とは異なる．ただし、   
平成17隼度以降の運用収入は、年金積立金管理運用独立行政法人納†寸金相当額（平成17年度は年金資金連用   
基金納付金）を控除したヰ，のである．（時価へ－スで評価した収支残に業務勘定から積立金への繰入を加え   
積立金より受入を控除したヰ、のは、年金楕立金の当年度の時価の増減額に ▲致‖ たたし、平成15年度については、   
さらに厚生年金基金の代打返Lによる物納399億円を含むい）   
なお、時価べ－一スの評価にiま、旧年金福祉事業用から承継した資産（承継資産）に係る損益を含めており、承継資産に   
係る拘益の厚生年令・国民年令への按分は、呼生年金・国民年金の楕電金の元本平均残高の比率により打っている。  
0平成1針年度のその他収入には、旧年金資金運用基金の解散に伴い、年金住宅融資回収金等が年金特別会計に   
承継きれたことによる収入（1，282億円）が含まれている。  
（）平成18年度の収支状況は、中友18年度決算（平成19年8月公表）及び rヰ／成】8年度厚生年金保険及び国民年金   
における年金積立金運用報告軋 （平成】9年8月）に基／5き作成している  

特 記 事 項  

－】一   
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厚生年金の収支状況の概略図（平成18年度）  

［二］  

被保険者及び  

事業主  

棲準報酬総額：  

1，516，357億円  

共済制度  

間共済■地共済  

私学共済  

厚 生 年 金   

保険料収入  

209，835億円  運用収入  

簿価 25，708億円  

時価 42，790億円   

年度末積立金  

簿価1．300．980億円  

時価【l．397．509億円］  

国共済連合会等拠川金収入  

385億円  

旧三公社・旧農林年金  

（存続組合・指定基金）  

積立金相当額納付金  

2，567億円  

職域等費用納付金  

2，762億円  

給 付 費  

222，541億円  

受 給 者  

基礎年金交付  

19，989億円  

基礎年金勘定  基礎年金拠出  

119，224億円  

注＝運用収入及び年度末積立金の時価は、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分について、株式等の評価損益も運用収入に含める時価ベースで評   
価したものであり、現金ベースの収支を示す厚生年金の特別会計の決算とは異なる。   
時価ベースの評価には、旧年金福祉事業団から承継した資産（承継資産）に係る損益を含めており、承継資産に係る損益の厚生年金・国民年金への按分は、   
厚生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により行っている。   
なお、運用収入は年金積立金管理運用独立行政法人納付金を含むものである。  

－ 2 －  

2．給付状況   
（1）受給権者数、年金総額、老齢年金受給権者平均年金額および平均加入期間  

前年との比較（伸び率 ％）  
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461 （4．0％）  
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干天  
887 （3．8％）  
382 （3．5％）  
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捌い昨3月末、矧昨3月末用l叶3月末平成l昨叩阜、松茂1咋二川            山  
人 

前年との比較（伸び率 ％）   
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減甑支給されたもぁの   
1］ヱ均年金月額  

上記の老齢年金平均年金ノi療に老齢基礎  
年金額の推雛壇を卯算した平均年全月額   
隈卜繰下支給を選択した者、定額蘭分の   
支給開始年齢に到達していない者を除外し   
「た、杵均年′金月額  

老齢年金平均加入廟簡  
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173，516  171，379  169，410168，507  △531 （△0．3％）  ’‾ 
月 月トニ’◆▲U 月て  月  
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（通老相当1   

廟恋文給されたものを除いた  
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－ 4 －  

前年との比較（伸び率 ％）   
平成15年3月末平成1昨3月未   平成17年3月末F平成18年3月東」平成柑年3I】  

円  

使いた 
牟2し！l旦（△ト哩  
円  

男   
△2，1些（△l．1％）  
円  

4！上4旦生（4p．7罷）  
月  

円  

険し 
但（0－7寧）  2（05％）    ≡≡ 円  
4担（0・7鱒）  
円  

● l！2鱒（4・7鱒）  
月  

l   0（0．0％）  

円  
△2，751（△軍二早％）  

除いた 円  
△2・7仏軍・5％）  

：≡ 129，440・  
老腑   

△374（△0．3％）   
片  力† 

（老齢相当）  

月1 月  
280   

月   
287 289  292  3（l．0％）  
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ゎを机  49▼524：i49・516≡  円  
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再 。  円  
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‾b‾   

参（厚年）－5   



平成‖年度  平成15年度l平成16年堆   平成17年條 乙 平成18牛度  前年との比較（伸び率 ％）  

老齢年金平均年金月額   円   円   円   円   円  
△16，129 （△15．2％）  

減額支給されたものを除いた   円   円   円   
、7均年金月額  

減額支給されたものの  打   

北均年金月額  
（加入期間20年以上の新規裁定・退職在織計   117287 L 112400   108 650   105 783   89 654       円      円   円        女                117288  112401  月  
（加入期間20年以上の新規裁定・退職在職計） 円                                                                                △16129 （△15．2％）            円    円ら   円      円  円  ’                106272  104332     104 2gO  102021   84，496   △17，524 （△17．2％）   412   413   412   412   0 （0．0％）   

老齢年金平均年金月額   円   円   円   円  円  円  
99008     （加入期間20年以上の新規裁定・退職在職計）  

円  円  
平均年金月額  △5，460 （△5．2％）  

円  
性  △14，083 （△13．8％）  男                     減額支給され吏もあ盲両手亮 
（加入期間20年以上の新規裁定・退職在職計）   一‾‘     118 510  112．342  107，699   104 468   △ △1 （△0．2％）   

円   円   円  円  円  
△50，353 （△45．8％）  
円  

ヨ   

性   96303  △19，767 （△19．4％）  女  老齢年金平均年金月額      円      59682     （加入期間20年以上の新規裁定・退職在僻計）               ■ 減額支給されたものを蔭≡完竺ユ±竺 平均年金月額  113，184  112，594  111，656  110，035   円 59，681         減額支給されたものの 平均年金月額   円    円 90，503  挙・芦等   円 101，833   円 82067      老齢年金平均加入期間  月  ▲月   月  月  
（加入期間20年以上の新規裁定・退職在職計）   338   341   343   344  2 （0．6％）   

1．1支給」に係る年金総額には川一部支給停止額を富む。  
2．旧法厚生年金保険、旧法船員保険、新法厚生年金保険、旧三共済組合に係る分（改正前国共済法に基づき  
裁定された年金給付）及び旧農林年金分の合計である。  

特  記  事  3．減額支給は、旧三共済組合に係る分及び旧農林年金分に限る。  
項                   4．男女別の老齢年金（老齢相当）平均年金月額及び通算老齢年金（通老相当）平均年金月額並びに加入  

期間20年以上の新規裁定の老齢年金平均年金月額は、老齢基礎年金扱（旧農林年金分）を含まない。  

平成15年3月末  平成16年3月末  平成17年3月末  平成18年3月末  平成19年3月末  前年との比較（伸び率 ％）   

老掛退職年金平均年金月額（老齢相当・退年相当）  142．O17  円  138，832  円  133，374  円  】3l．132  円  127．147  円  △3，985 円 （△3．肌）  
受給権寄倒  10，145 千人  10，690 千人  1l，1（汀 千人  11．523 千人  1l，984 千人  461千人 （4．0～）  
報酬比例部分  97，639  円  97，849  円  97．53t； 円  97，380  円  96，898  円   △482 円  （△0．5I）  

定額細分  33．937  円  32，575  円  28．261 円  26，】00  円  22．916  円  △3．184 円 （△12．21）  

加給年金部分  8590  円   8408  円  7576  円   7．652  円  7．333  円  △319 円 （△4．2％）  
基礎年金額の推計値を加井した平均年金月額     17t，892  円  1（〉9，658  円  165，446  円  165，083  円  1（〉2，772  円  △2，31】 円 （△l．硝）  
男  60歳未満（A計）  147389  円    156701 円  163（；83  円  6．g82 円 （4．51）  

受給権音数   28 千人   26 千人   2（）千人   20 千人   18 千人   △2千人  （△7．8‡）  

特  l10328  円  108969  円  107251 円  10（）．179  円  85．949  円  △20，22g 円 （△】9．1‡）  
新  406 千人   447 ＝下人   428 千人   353 千人   490 千人   137千人 （38．81）  

女  1668g7  円  165626  円  108792  円  107，537  円  106，271円   
受給権者数   635 千人   618 千人   638 千人   575 千人  464千人   

法  168．H23  円  167，446  円  1（】6，298  円  162．930  円  159，558  円  △3．372円 
受給権音数   6（梅 干人   672 千人   649 千人   677 千人   608 千人  △70千人（△10，31）  

円  167113  円    16¢143  円    162983  円  △1943 円  （△1．2≠）   
都  54（〉 千人   621千人   68g 千人   663 千人   694 千人   31千人 （4．7～）  

分  
受給権音数   512 千人   556 千人   631千人   698 千人   671千人   △27千人 （△3．9書）  

計  l17531 円    ll孔353  円  112．670  円  △1，683 円 （△l．51）  
受給権音数  7．201千人   5．02（I千人  63（；千人 （9．7％）  

180．333 円   
旧法部分  168 717  円  168677  円  165，583  円  164，889  円  163，674  円  △1．215 円 （△0．7≠）  

2．387千人  2 249 千人  2113 千人   1973 千人   1839 千人   △134千人 （△6．8％）  

報酬比例部分  7：i．236 円                         79，172  円  78．693  円  7お．399  円  77．842  円   △557 円  （△0．7％）  

定額部分  82．712  円  別．464  円  81，101 円  80，949  円  80．552  円   △397 円  （△0．5ヽ）  

加給年金部分  7，274  円   6，042  円   5，78g  円   5，541 円   5，281 円   △261 円  （△4．71）   

（注1）平成14年庚以前は、報酬比例部分、定額部分、加給年金部分については、旧三共済        組合に係る分及びl別k休年金分を含まない 

（注2）定犠部分は、新法基礎年動こ係る分を含まない（  

－ 7 －  
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平成15年1月末  平成16年1月末  平成17年3月来   平成18年3月束  平成19年3月末  前年との比較（伸び率‘ね）   

老齢・退職年金平均年金月餅（老齢相、Jト退年相当）  167，055  円  163，383  円    270  円  154，Ol1 円  150，179  円  △3，835 円  （△2．5％）  

受給権音数  6，988 千人   7，363 丁・人  7918 丁・人   8，232 丁人   314 丁人  （4．0％）  

報酬比例部分  】20，36：i 円  l19，49t） 円  △803 円  （△0．7ヽ）  

定額部分  ‖，1引  円  33．047  円   ．645  H  25．5日  H  22．6！丁  円  △2．883 円 （△11．3≠）  

加給年金孤分  11．2081】  ，629  門  9，838 lI】   9．690  円   △148 P】 （△1．51i）  

基礎年金額の推計値を加算した平均年金月額  19り，059 円   
00歳未満（合計）   170．073  円  168，86tS  円  168，226  円   173．026  円  176．866  円   3840 円  （221）  

男  受給権音数   21 千人   20 千人   16 千人  17 千人   16 千人   △1千人  （△3．81）  

特  1I2．334 ；リ  1川，445 1り  l（軋466 1リ   ‖17，42Z l月  川2，502  円  △4．920 円  （△4．6％）  
新  284 十人   314 千人   302 千人  250 十人   352 千人   102一人 （40．8≠）  

別  ＝‖．3：う0  円  川9 724  「1  11（〉9桐  円   ‖19 8‘】9  円  1（1H，55：‡  円  △l，286 円  （△l－2≠）  

受給権有数   458 r人   446 †・人   456 丁人  410 †人   333 十人   △76千人 （△18．71）  

支  1リ4，019  円  1g2．571  円  1‡11，120  円   1日も，リ55  円  183，217  円  △ 3，738 円  （△2，（邦）  
受給権有数   43R 千人   489 千人   472 千人  490 F人   438 千人   △52 r人 （△10．6～）  

給  川37f】2  日  柑27封（） H  】g15■i5  日   Ⅰ90，125  日  188．0：う0  円  △2，095 円  （△Ⅰ．1t）  

瓢  394 千人   小川 千人   501千人  佃2 千人   503 千人   21千人  （4．41）  

分  196．184 トリ  】917Z5  日  1リ144G  円   19（〕177 ll】  188．602  円  △1，575 円 （△0．t鵜）  
受給権吉敷   368 千人   401千人   456 千人  508 千人   487 千人   △21千人 （△4．1％）  

性  1431t〉3  円  140389  円  138478  円   136911 円  134，959  円  △1．952 円 （△1－4も）  
受給権音数  3，573 千人   3、897 丁・人  4 622 †二人   5060 千人   438千人  （9．5％）  

基礎年金額の推計鰭を加算した平均年金I】頼   21〕5，691 円  202，439  円  2  248  円  1g8．4閃  円  196，173  円  △2，316 円  （△1，2‡）  

旧法部分  205，860  門  204，599 一  △63 円  （△0．（州）  

受給権音数  1．452 †人  1．140千人   1，348千人   1，042 千人   △98千人  （△8．61）  

報酬比例部分  11JO，2：三7  円  lU5．67ニZ  円      10（），723  円  】07．068  円   346 円  （0．3％）  

定額部分  91．974  円  89．579  日  8g，438  円   89，553  円  89．392  円   △161 円  （△0．2％）  

加給年金部分  11．855  円   9，347  円   9，115  円  8．9（畑  円   8，653  円   △247 円  （∠12．鍋）   

（注1）平成14年度以前【圭 報酬比例部分、定額部分、加給年金部分については、旧そ共済組合に係る分及び旧農林年金分を含まない∩  

（注2）定額部分は、新法基礎年金に係る分を含まないし  

－ 8 －  

平成15年3月束  平成16年3月末  平成17年3月束   平成18年：i月末  平成19年3月末  前年との比較（伸び率 ％）   

老齢・退■l年金平均年金月餅（老齢相当・退年相当）  86．601円  

受給権有数  3，157千人   3328 千人   3483 千人  3（）05 千人   3，752 千人   147下人  （4．1ち）  

報酬比例部分  19，009  円  49．951  円  50．203  円   50，615  円  50．878  円   2（）3 円  （0．5ヽ）  

定顎紡分  33，456  円  31，53∩  円  29．619  円   27，116  円  23．571 円  △3，844 円 （△14．（邦）  

加給年金細分  2，987  円   3・02S l  3．048  円  2，850  円  2．161 円   △688 円 （△24．2～）  

基礎年金額の推計値を加算した平均年金月額  l】U，673 円                        lll，764  円   110，231 円   109，978  円  107．257  円  △2，721 円  （△2．5～）  

60歳末欄（合計）   82．047  円  77，347  円  72660  円   69942  円  68352  円  △1，590 円  （△2．3≠）  

女  受給権音数   千   6   4 千人  3 千人   2 千人   △1千人 （△29．3≠）  

特  川5，624  rl  105．5（）8 円  

新  121 千人  】34千人   127r・人  103 千人   137 千人   35 千人 （33，8父）  

別  10：l，4：！l 円  10：】，1柑  円  10‘う314  円   101817  円  100445  円  △1，372 円  （△1－3I）  

受給権有数   177 一人   172 千人  82 千人   165 千人   131 千人   △34千人 （△20．81）  

支  101144  Pl  1（和，464  円  100．394  円   108，269  円  98509  円  △1．760 円  （△1．8～）  

受給権音数   168 丁人   183 下人   178 千人  188 千人   170 千人   △18千人  （△9．6羊）  

給  98，255 円  △815 円  （△0．8≠）  

瓢  15：三千人   172千人   87 千人   181 千人   191千人   10千人  （5．5羊）  

分  97，853  円  96，359  円  9t）93（】 円   96416  円  95 647  円   △769 日  （△0．t弼）  

受給権音数   144 千人   155 千人   175 千人  191千人   184 千人   △6千人  （△3．4‡）  

性  63278  円  6l．976  円  6l，220  円   60，675  円  59．970  円   △705 円  （△121）  

受給欄者数  1．452 T・人   1，604 千人   1，762 千人  1942 千人   2140 千人   198 千人 （10二三ヽ）  

基ヰ年金額の推計鰭を加算した平均年金月額   117，95ノl 円  116，242  円  115，261 円   114，598  円  113．595  円  △l．003 円  （△0．9～）  
旧法部分  110990  円  Il（），004  円  l（I9．690  円   10g，725  円  】Og430  円   △295 円  （△031）  

受給欄音数  934 千人   9（】2 千人   868 千人  833 千人   796 千人   △36千人 （△4．4％）  

報酬比例部分  37，6衿7  円  39，5tI6  円  3！i，521 円   39，616  円  3t〉，584  円   △31 円  （△0．11）  

定額部分  70，512  円  69，335  円  69，1－18  H   69，167  円  6B，979  円   △187  円  （△0．3ヽ）  

加給年金部分  1，242  円   】．102  円   1，021 円  943  円   867  円   △ 76 円  （△8．1％）   

（江l）平成14年度以前は、報酬比例部分、定額部分、加給年金部分についてIま、旧三共済組合に係る分及び伯♯林年金分を含まない．  

（注2）定顆部分は、新法基礎年動こ係る分を含まない【  

一 9 －  
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（2）老齢年金受給権者（老齢相当）の年齢構成  

男   性   
－＋  

女   性  計  

割 合  割 合   

歳以上  歳未満   
千人書   

％   千人   ％   千人   ％   

55  60   0．1   19   0，2   

60  65   2，115  814   21．7   2，929   24．4   

65  70   2，186  897   23．9   3，083   25．7   

70  75   21．4   2，509   20．9   

75  80   16．1   1，768   14．8   

80  85   10．0   1，044   8．7   

85   6．8   633   5．3   

合  計   100．0  11，984  100．0   161 0．2  2                        25．7                           26．6                       1，705   20．7  804                     1，165   14．2  603                     667     8．1  377          378   竺・6  255              8，232  100．0  3，752  
平  均  年  齢   70．7 歳  71．1 歳   

特  記  事  項  

統 計 調 全 数 統 計   

ー10 －  

3．被保険者状況  

（1）被保険者敷、被保険者の平均年齢、標準報酬月額の平均、標準報酬月額総額、標準報酬総額等  

平成15年3月末  平成16年3月未  平成17年3月末  平成18年3月末  平成19年3月末   前年との比較  
（伸び率％）   

千人   千人   千人   千人   千人   千人  

被保険者致   計  32．144   32．121   32．4gl   33，022   33．794   772 （  2．3％）  

男 性   2l．482   21．368   2l，504   21，740   22，】39   399 （  1．8％）  

女 性   10．663   10．753   10，987   ll，282   11，655   373 （   3．3％）   

歳   歳   歳   歳   歳   歳  
被保険者の平均年齢  計  41．3   41．4   41．5   41．6   41．6   0．1 （   0．2ヽ）  

42．1   42．2   42．3   42．4   42，5   0．1 （   0．2㌔）  

女性（2種）   39．6   3g．6   39．7   39．8   40．0   0．1 （   0．3ヽ）   

円   円   円   円   円   円  
標準報酬月額の平均  計  314，489   313．893   313，679   313，204   312，703   △501 （ △0．2％）  

359，249   358．875   358，607   358，118   357，549   △569 （ △0．2％）  

女性（2種）   224，292   224．394   225．663   226，582   227，439   858 （   0．4％）  

1
 
 
 
‘
 
■
．
．
1
、
一
 
l
1
1
一
′
一
t
．
t
∵
ぷ
 
 
，
 
 
 
■
．
j
 
 

平成14年度   平成15年度   平成16年度   平成17年度   平成18年度   前年度との比較  
（伸び率％）   

標準報酬月額総額  億円   億円   億円   億円   億円   億円   
（年度間累計）  1，233．692   1，219，199   l．226．226   l，242．451   1，266，562   24．110 （  l．9ヽ）   

標準賞与総額  億円   億円   億円   億円   億円   億円   
（年度間累計）  

2：！g，526   242，280   244，632   249，795   5，163 （  2，l≠）   

標準報酬総額（総報酬ペース〉  億円   億円   億円   臆円   億円   億円   
（年度間儒計）  

1，458．725   1，468，506   1，487，083   1，516，357   29．273 （   2．0≠）   

千人   千人   千人   千人   千人   千人  
被保険者女（年度l椚平均）  計  32．685   32．41l   32，650   33，t14   33，80l   687 （   2．1％）  

21，752   21，491   21．538   21，741   22，079   338 （  1，6≠）  

女性（2種）   10．862   10．853   1l．049   ll，310   11，661   350 （   3．1％）   

円   円   円   円   円   円  
標準報酬総額く総報酬 ベ 
ース〉の年度間平均   375，064   374．812   374，238   373，849   △389 （ △0．1％）   

卜・人当たり月飯）  男性（1種）  431，495   431．902   431，514   431，495   △19 （ △0．0％）  

女性（2種）  263，018   263，272   263，913   2f軋486   573 （  0，2％）   
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 統計調査の方法  ○平成14年度以前の被保険者の平均年齢は抽出率100分の1の抽出調査に基づく結果である。  
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（2）被保険者の分布   

0男女合計  

加 入 期I呂】   ［（年以l二）  ～  （年来溝）］  

～5  5～1010～1515～20120～2525～3030～3535～40 40～   

歳以上  歳未満  

15   ′一－  20   

2（〕  へ一   25   

25   ′－   30   

30   ～  35   

35   へノ   40   

4（〕  ～  45   

45   ～  50   

50   ～  55   

55   ～   60   

6（）  ～   65   

65   ～  

合   計  

割 合（％）   

（％）  

227 0．7  
532 7．5  

423 13．1  

913   14．5   

493 】3．3   

800   11．2   

518   10．4   

443   10．2  

03912・0  

765  5．2  

643 1．9  
十  

794  

100．0  

227  

1 
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－  

3
 
 

2
 
 
4
 
 
4
 
 
4
 
 
3
 
 
3
 
 
3
 
 
4
 
 
1
 
 

3
 
 

239   334  

208  280  

172  212  

IY7 1Y4 

14ニ！ l12   

216。  
■  

6,fi68 1 5,804 

4021・1451・413  268  0  
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－ ・・ 
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4
 
 
2
 
 
1
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 52  64  56   

5，126  4，719  3，558  

15．2   14．0 10．5  17．2  6．4  5．5  

平 均 年 齢  

－12 －  

加 入 期 間  ［（牛以l二）  ～  （年来満）］  
1  

5～10 10～1515～20 20～2525～30  ′、－ ○  30～3535′、40 40／－   

歳以上  歳末満  

15   へ′   20   

20   ～   25   

25   ～  30   

30   へ一  35   

35   ～   40   

40   ～  45   

45   ′－   5（）   

50   ～  55   

55   ～   60   

6（〕  ～   65   

65   ′一  

合   計  

割 合（％）   

（％）  

129    0．6  

268    5．7  

559 11．6   

220 14．5  

12014．1  

606   11．8   

352   10．6   

320   10．5  

80512．7  

295 5．8  

465  2．1  

139  

100．0  

129   

1，139  129  

1，254l，128   

3471，195  

140 264  
68104   
54 fi.5 

6R  56   

120  76  

1（）8  72  

2
 
 

1
 
 
2
 
 
3
 
 
3
 
 
2
 
 
2
 
 
2
 
 
2
 
 
1
 
 

2
 
 

177  

l・396282   
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5こi  66  65   77  105  287  

13  46  32  34   29  31  
1  

423，－35 3，．753，1。42，562 2，167 

33 45  
†  

1，7731，633   

8．0   7．4  

3，4423，Ⅰ35  3，1753，1942，562  2，167  

15．511．2  け314」11．6   9．8  

、ト均 年 齢  
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○女性  
（単位：千人）  

加 入 期 間  ［（牛以l二）  ～  （年未満）］  

′－5  5′、10  10～15  15～20  20・・－25  25～30  30′、35  35～40  40～  合計  
面有   

歳以上歳未満  
（％）  

15ノ、 20  98  

，  

98  

20′－25  1，195  69  1，264  

25′－ 30  924   62   1．863  

30   ～  35   276  672  668  77   

】  

1，693  14．5   

35  ～   40   186  276  388  470  

40   ～   45   170   54   43   

45   ～   50   154  215  ヨ 203   192   177   

】  
187  38    i  

50   ′－   55   104   155   175  203   167   ‘40   

55   ～   60   77   118   164  220   210   165   129   121  

60   ′、・   65   35   41   59   77   79   70   48   34   28   

65 ～   65 - 

8   18  20   29   27； 23  22   15   14   

計  2，670  30  

r割 合（％）   27．7  22．9  16．7   13，1  8．5  5．4  3．3  1．8   

平 均 年・齢   40．0歳   

－14 －  

（3）標準報酬の分布  

割合  
▼【，一一  

割合   葡香  
万円   千人  ％  千人  ％  千人  ％  

9．8   171  0．77  239  2．05  411   1．22  

10．4   21   0．09   86   0．73   106   0．31   

11．0   38   0．17   158   1．36   197   0．58   

11．8   75   0．34   274   2，35   349   1．03   

12．6   76   0．34   331   2．84   407   1．20   
13．4   109   0．50   425   3．65   534   1．58   

14．2   132   0．60   474   4．06   606   1．79   

15．0   259   1，17   627   5．38   887   2．62   

16．0   263   1．19   648   5．56   912   2．70   

17．0   312   1．41   

18．0   396   1．80   1，062   3．14   

19．0   395   1．79   649  5．57   1，017   3．01   

20．0   855   3．87   621  5．33            983  8．44   1，840   5．44   

22．0   1，127   5．11   1，071   9．19   2，200   6．51   

24．0   1，243   5．63   882   7．57   2，127   6．29   

26．0   1，402   6．35   742   6．37   2，147   6．35   
28．0   1，322   5，99 1  547  4．69   1，871   5．54   

30．0   1，408   4．13   1，894   5．60   

32．0   1，230   6．38   1，566   4．64   
34．0   1，129   5．12   482  1，388   4．11   

36，0   1，120   5．07  1，342   3．97   

38．0   1，195   5．41  1，387   4．10   
41．0   1，333   6．04  1，526   4．52   
44．0   ．1，088   4．93  1，210   3．58   

47．0   891   4．03  972   2．88   

50，0   826   3．74  916   2．71   

53．0   607   2．75  649   1．92   

56．0   504   2．28  539   1．59   

59．0   436   1．98  474   1．40   

2 295   

合 計  22，079  
標準報酬月額の平均   357，54  9  円   227，439  円  

特記事項   962  2．85        665  5．70                                                                                                               5．57  333  2．86            255  2．19                                                                                      ■                                              62．0  2115  9．58  174       6 79         11，655      100 00                      3     円    計は坑内員・船員を含み、任意継続は含まない。   
統計調査の方法  
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4．積立金の運用状況に一ついて   

○資産構成（時価ベース）  

区  分   金   額  
1  

構成割合   

億円  ％  
預 託 金  392，732  27．6   

市場運用分  753，501  53・0   

財投債   275，701  19．4   

承継資産の累積利差損   △24，426 
十   

1，421，935  100．0  

年度末積立金㌔  n   承継騒†堕の損益  1  

1，397，509  を含む場合  

承継資確の損益  
2．97％  

運用利回り 
3．10％   

〔）厚生年金の市場運用は、年金積立金管理運用独立行政法人において厚生年金分、国民年金分、旧年金福祉事  
美川から承継した資産（承継資産）を合わせて一体として連用を行っている。二れら全体の運用資産の平成  
lR年度末の時価総額及び構成割合は次のとおり。  

（参考）左記のうちホ暢達用分  

外国債券   90．694億円（ 7．92％）  外国債券   90．694億円（10．67％）  

特 記 事 項  
外国株式 126，376億lll（11．03％）  外国株式 126，376億円（14．87％）  
短期資席  10億円（ （）．00％）  l月内債券  737，522億円（64．40％．）   国内債券  441，997億円（5：Z．01％）   国内株式 190，676億円（16．65％）   国内株式 190，676億円（22．44％）                              10億円（ 0．00％）   短期資産          合 計1，145－ 278億円（100．00％）   合  計  849，753億H（100．00％）  

〔〕承継資産に係る絹益の厚彗ヰ金・同氏隼金／＼の按分は、厚生年金・国民年金の積立金の元本てlろ均残高の比率  
により行っている。  

り時価評価の方法は、市場運用分の国内債券、国内株式、外国債券、外国株式に一〕し、ては年度末の市場価格  
（運用手数料掩除後）、財投憤についてほ簿価（償却原価法）である。   

5．財政再計算における将来見通しとの比較   

（l）収支状況の比較（平成18隼度）  

収  入  女  ㌻吊  収支残  年度末  
保険料  運用収益 給イ、一幸 基礎車奮！そわ他   計  積立金   

慧欝1その他ミ 計      H  拠r11金  

兆円  兆円   兆  兆円   兆円   兆円   兆円   兆円  兆円   兆円   兆円  
実績  
（基金代行部分除〈）  2】．り0．7   2．0  】1＿8  35．5  22．311．  0・2 34・4  皿  ［139．R］  

【時価べ－ス］  〔2・5］  r37．2］  ［28〕  

21．9！5．2］  
＼   21＿2 11＿  0．1 33．2     【173，6］  実績推計  

【時価ベース］  

将来見通し  
（、lモノ戊16年財政再計算）  号．5   29．8  2l．4 11．3  160．8  

披保険董敢Jj・名＝違和和国  拠出金算定対  
縁者数の増加  

（しより（り  卜霊だ芸警告豊 車担分  （見通しより  
5％．程度増加）1二村、22t■弱 ㌧％剛相加）   
賃金上昇ヰ山二1．tリサー）  

差の主な要因   低卜  
（平l或15年雁  
以降の累積が  
甲通しより  
1・舛，程度供ト）L  

⊂）実績推計の作成にあた／）て  

（彰鼠礎年金交付金（2－0兆円）を収入支出の両面から控除L  
②保険料に惇牛年金柱金に係る免除保険料（0．9兆rl】）を加え、給付費に厚生年金基金〝）代行分（1．1兆I11）及び政府負担金（0．り亀川）を加え  
職域等費用納付金（0．3兆円）を控除し  
③その他収入から積立金より受入（3．4兆円）、解散停年鳥金等徴収金（0．7兆円）、職域等費用納付金（0．3兆円）、旧三公社共済組合に操る  
積立金紬、当額納付金（0．3兆円）、年金積立金管理運用独立行政法人納付金‖．R兆l耶及び年金資金運用基金資産承継収入（0．イ兆M）を搾除し 
その他支出かじ）政府負担金（0．1兆円）を控除L  

特記事項  旬）積立金に陣生年金茶金の息低千住準備金彗（26，3兆H）、日照負押繰延額（4．0兆円）を加え  
㈲運用収入に毎）に係る遷州収入（1．0兆円）及び年金積立金管理連用独立行政法人納け金（l，8兆円）を加えた 
摂J㈲の樗寸金にさ〔）に独立行政法人への川資金のうち、将来の給付費等への充当をf′定している分（3．6兆H）を加えた 

U【】内は、年金橋立金管理運用独立行攻法人におけるrli場運用分に／つい‘r、株式等の評価損益章）運用収入に含める時価ベーースで評価したものであり 
現金ペ「スの収支を示す厚生年金の特別会計の決算とは異なる 
なお、略鶴ベースげ）評価にi  ま、It1年金偏祉事業用から承継  した資産（承継資産）に操る損益を含れており、承継資産に係る増益〝〕  
翠′ト年金・国民年金への按分は、野生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により｛f′Jている 

ー】7  
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（2）被保険者数及び受給者数  

被保険者数  受 給 者 数  
青函商雪一†什遺書葡当   画奮牢奄一▲－ 滴族年金  

千人   千人 千人  千人   下人  
10，852   7 805   平成17年度末  千人    ≧              33，022  23，156  355   4145  

平成18年庫裏  33，794   24，043   11，234   8，169   356   4，284  

将来見通し  
（平成16年財政再計算）  32，200  H 24・300】11・100  8，500  400    4，400   

差の主な要因  ○近年の景気の影響による被保険者数の増加。  

新規加入者数  新規裁定 
斬首  過師当丁頂享年奄「     藩衰年金   

千人   千人   千人   千人   千人   千人  

平成17年度                  1，503   602   575   30   297   
実 績  平成18年度  1，673   701   653   29   290  

将来見通し  】  
（平成16年財政再計算）  

差の主な要因  

脱退者数         ‾老齢相当  通老相当   
1嚢奮年金  「憂商卒金   

千人   千人   千人   千人   千人   千人  
平成17年度  636   19   280  184  153  

実 績                              平成18年度  643   281   186   19   156  

将来見通し  
（平成16年財政再計算）  

差の主な要因  

○新規加入者及び脱退者に関する実績統計及び推計値並びに   
新規裁定者数及び失権者数に関する推計値はない。  
○将来見通しは年度間平均値である。  

ー18 一  

（3）財政指標の比較  

○年金扶養比率  

決算結果（実績）  

年金扶養比率 ●   ①  ②  

（D  年J菅末被保険者数  年度末老齢年金  
対前年伸  対前年伸び率   

②  び率  
注   千人   ％    千人 注  ％  注  

平成14年度  3．17（3．36）   32，144   1．8    10，145（9，571） 6．9 （6．9）   
15   3．00（3．19）   32，121  △ 0．1    10，690（10，074）  5．4 （5．3）   
16   2．91（3．10）   32，491   l．2    11，167（10，490） 4．5 （4．1）   
17   2．87（3．04）   33，022   1．6    11，523（10，852） 3．2 （3．4）   
18   2．82（3．01）   33，794   2．3    11，984（11，234） 4．0 （3．5）   

注：年金扶養比率の（）内は、年度   老齢年金受給者を用いて算出したものである。   
年度末老齢年金受給権者数の（）内は年度末老齢年金受給者数である。  

成16年財政再計算結果  

年金扶養比率   小  ②  

せ  被保険者数  老齢年金  
対前年伸  対前年伸び率   

②  び率   
百万人   ％   百万人  ％  

平成17年度   3．0  32．3  △ 0．0   10．6   3．7  

18   2．9   32．2  △ 0．1   11．l   4．0   

19   2．8   32．2  △ 0．3   11．5   4．3   

20   2．7   32．0  △ 0．4   12．0   4．5   

21   2．5   3l．9  △ 0．5   12．6   4．4   

注：被保険者教及び老齢年金受給者数は年度間平均値である。   

ー19 －  
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【参考】年金扶養  比率を補完する指標（年金種別費用率）  
咋金種別費用率  

老齢賢用ヰ   障害費用率   遭族費用率   老齢管用率   障苫費用率   隼金種別曹用率の総合費用率に対する構成割合             潰族訝用率   
％  ％  ％  

平成14年度   11..5 0 2   2 月  581  】0  139   
15   10．0   0．2   2．4   58．0   0．9   13．8   

く12．0：〉  く0．2）  く2．9）  

16  1（〕．2  0．2  2－5   57，5   0．9   14．1   
く ヽ  〈0．2ノ  〈3．0〉  

17   10．2  0．2  2．5   57．1   0．9   14．3   
く12．2）  く0．2：〉  く3．0〉  

1R  10．0  0．2  2．6  56．3   0．8   14．5   
く12．0二〉  く0．2〉  〈3．1二〉  

14＊   12 3   0 2   2 8   59 6   0 9   】3 3   

15＊   10．墨  0．2   2．4   59．5   0．9   13．2   
〈129＼、  く0．2ノ  く2，9〉  

16＊   1l．0  0．2  2．5   59．3   0．9   13，4   
＜3‘〉  く0．2〉  く3．0〉  

17＊   11．1  0．2  2．5   59．4   0，8   13．6   
く3‘〉  く0．2〉  く3．0ノ  

18＊   10．8  0，2  2，6  58．2   0．8   13．9   
く12．9〉  く0．2〉  〈3．1〉  

汁：独自給付費用  率について、隼金種別別に算出したものである。   
、‡そ成15年廉から総報酬制となる（平成15年度以降のく〉は、標準報酬月額をもとに算出したものである－｝）  
＊は厚生年金厳金の代行部分を補1卜したヰ、の。  

ー 20 －  

○総合着用率  

決算結果（美績）  

平成14年牽  19．8   40，036  14，240  4，003  △l＿15  △ 0．9   

15   17．3   ▲11．045  13，921  3，795  △ 0．27  △ 0．3   
7   （l．Z19，199〉  

16   17．8  303，667   1，468，506  215，380  107，874  42．792  16，060  3，527  △ 0，20  0．0   
く21．3）  く1，2ニ26，226〉  

17  17．8  45，394  19，474  3，339  △ 0．17  △ 0．3   
く   くl，242，45Ⅰ〉  

18   17．8  48，285  19，989  3，147  0．01  0．3   
く21，3〉   √l，2（16，562〉   

14＊  20．7  296．000  1：三34 0（和  215．000  99 000    41000  14．000  4 000  △1．15  △ 0．9   

15＊   1f弓．】  4l，000  14，000  4，000  △ 0＿27  △ 仇3   
√ワ】「「   くl、219．000〉  

16＊   18．6  316，000   1．469，000  228，000  108，000  43．000  16．000  4．000  △ 0，20  0．0   
㌧22．、う〉  り，226，000〉  

17＊  18．7  45．000  19，000  3，000  △ 0．17  △ 0．3   
り′   り，242，000〉  

18＊   18．6  48．000  20．000  3，000  0．01  0．3   
く22．3）   （1．2fi7．000〉   

注1：その他拠出金とは、一年余保険者拠出金」♂）ことである。  
注2：その他交＝金等収入とは、r国共済連合会等拠出金収入」r職域等牛用納付金」のことである。  
注3：貸金l二昇率は、牲・年齢構成の変動による影響を控除した標準勧酬ヒ昇華である。  
托4：平成15年健から総報酬制となる（平成15年度以降のく）は、標準報酬月額の総額をもとに算出したものである。）．ノ  
注＊：厚生年金基金の代行細分を補正したtlの。  

平成16年財政再計算腐潔  
総合響用率  （l）   十   ¢）   畠）   （5）   （6）  （7）  樽）   （9）   l¢   触  
q二十庵、  実質的な  標準報酬総  給付費  基礎年金  その他拠出  国庫・公  追加才  基礎年金  その他交  貸金上昇  物価上昇  

ゝ100 ②  支出錮畑 宣【唖‥且  領（沌1）  拠出金  金   経済負担  用  交付■金  付金等収  率   
入   

兆円   兆円  兆円  兆lり   兆円  兆円  兆円  兆円  兆Il】   ％   ％  

平成17年度  18．5                          3l．7  146．9  20．6  11．1  4．6  0．0  1．：i   0．5   
18   18．8  32．7  149．2  21．4  11．3  4．6  0．0  2．0   1．2   
19   1g．0  3：i．5  152．0  22．0  1l．5  4．7  0．0  2∴1   1．5   
20   19．3  こ14．7  155．0  22．8  12．0  4．8  0．0  2．7   l．g   
21   18．8  36．3  158．0  23．7  12．6  6．6  0．0  2．1   1．0   

注1：平成】5年僅から＼報酬制となっている。   
注2：再計算結果の給付費は、基礎年金交†寸金を控除した後の額である 

－21  

参（厚年）－13   



○独自給付費用率  

決算結果（実  績）  
独自給付  Q）   （∂   十   少   （釦   任）  （沙  サ   
費用率   

径ゆ   魅   （盟  

実質的な  標準報酬総  
∫Ⅰ－；ト巧l  

℡  
湾■担分除  用   

億円   億円   條円  億円  億円   億円  億円  條円  億円  億円  ％   ％  

平成14年度  14．4                            284184  11避止92  203．466  98 961  65 974   40，036  14．240  4．003  △1．15  △ 0．9   
】5   12．6  293．410  】．458．725  208．140  102．986  68，657  41，045  13．921  3，795  △ 0，27  △ 0．3   

く15．1〉  く1，219，19g〉  

】6  12．9  303．667   l，468．50（i  215，380  107，874  71．710  42，792  16，060  3．527  △ 0．20  0．0   
く15．4〉  く1，226．226〉  

17  12．9  309，881   1．487．083  219，863  112，831  73．246  45．394  19，474  3．339  △ 0．17  △ 0．3   
く15．4〉  く1，242，451〉  

18  12．8  48，285  19，989  3．147  0．01  0．3   
〈15．3〉   くl，26（i，562〉   

14＊  15．3  296．000  1234 000  215、000  99．000  66．000  41．000  14．000  4．000  △1．15  △ 0．9   
15＊   13．4  305，000  1，459，000  220．000  103．000  69．000  41，000  14，000  4，000  △0．27  △0．3   

く16．0〉  く1，21g，000〉  

16＊  13．7  316，000   1，4（；9，000  228，000  108，000  72．000  43，000  16，000  4，000  △ 0．20  0．0   
く】6，4〉  くl，226．000〉  

17＊  13，8  323，000   1．487，000  232，000  113，000  73．000  45，000  19，000  3，000  △ 仇17  △ 0．3   
く16．5〉  〈l，242，000〉  

18＊  13．5  48，000  20，000  3．000  0，01  0．3   
〈16．2〉   く1．267．000〉   

注1：その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」のことである。  
注2：その他交付金等収入とは、「国共済連合会等拠出金収入」r職域等費用納付金」のことである。  
注3：貸金上昇率は、性・年齢構成の変動による影響を控除した標準報酬上昇率である．  
注4：平成15年度から総報酬制となる（平成15年度以降のく 〉は、標準報l酬月額の総額をもとに算出したものである。）。  
注＊：厚生年金基金の代行部分を補正したもの。  

平成l（，年財政再計算結果  
独自給付  ②   （冴   （少   （封   吋   （p  喧）  Q）   
費用率   

圃   叫   叶  

実質的な  標準報酬総  給付宥  基礎年金  基一帯年金  その他拠出  国庫・公  追加費  基礎年金  その他交  賃金上昇  物価上昇  
心べト①  ¢  拠出金  拠出金 l国書・公理  経済負担  用  交付金  付金等収  

・・二＝′▲  
入   

く〉   
兆円   兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  ％   ％  

平成17年度  13．5                            31．7  146．9  20．6  11．1  7．3  4．6  0．0  1．3   0．5   
18   13．8  32，7  149．2  21．4  11．3  7．4  4，6  0．0  2．0   1．2   
19   14．0  33．5  152．0  22．0  11＿5  7，6  4．7  0．0  2．3   1．5   
20   14．2  34．7   155．0  22．8  12．0  7．9  4＿8  0．0  2．7   1．9   
2l   14，6  36．3  158，0  23，7  12．6  6．6  6，6  0．0  2．1   1．0   

注1：平成15年厚から総報酬制となっている。   
注2：再計算結果の給付費は、基礎年金交付金を控除した後の額である。  

－ 22 一  

○収支比率  
緒）  

】政文比率  （1〕  ∵＋  0）   山十   （5）   伍）   （7）   （8）   但）   鯛   8カ  飢∋ （ほ  

α）1訂  実質的な  給付費  基礎年金  その他  国庫一公  追加1費用  基礎年金  その他交  保険料収  運用収入  賃金    物価  運用   一大】00  
＠十㊥  支出か℡．i 

一芸トM  拠出金  拠出金  交付金  付金等収  上昇率  
（注1）   入（注2）   （注3）  

億円  億円  億円  億円  億円  億円  億円   億円   億円   億円  ％    ％   ％  

平成14年度  104．7                                 284，184  203，466  98，961   40，036  14，240  4，003  202，034  31，071  △】．15    △0．9一  
l時価ペース］  ［2，731】  ［0．21］  

15   l17．2  293 410  208140  102 986   41045  △0．3 －  
L時価ペース］  ［64．232］  ［4．91］  

16   123．8  303 667  215 380  107 874   42 792  16 060  3 527  194 537   16125  △ 0．20     0．0 －   
［時価ベース］  ［36，934］  ［2．73］  

17   120．8  309 881  219 863  112 831   45 394  1g 474  3 339  200 584   18298  △ 0．】7      △の．3 －   
［時価ペース］  ［91，893］  【6．82］  

18  114．8  19．989  3，147  209，835   25，708  
［時価ペース］   【42，790】   【3．10］   

215，000   14，000  4，000  216，000  ［13，000］  △1．15  
15＊  ［97．1J  305．000  220，000  103，000   41，000  14，000  4．000  202，000  ［70，000】  △ 0，27  
16＊  【112．3〕  316，000  228，000  108，000   43．000  16，000  4，000  202．000  ［41．000】  △ 0．20  
17＊  ［88．5】  323．000  23乙000  113，000   45，000  19，000  3．000  210，000  ［104．000】  △0．17  
18＊  【104．1］  330．000  234，000  】19，000    48，000  20，000  3．000  2】9．000  ［52，000】  0．01  

注1：その他拠出金とは、「年金保険者拠出金」のことである。  
注2：その他交付金等収入とは、「国共済連合会等拠出金収入」「職域等費用納付金Jのことである。  
注3：賃金上昇率は、性・年齢構成の変動による影響を控除した標準報酬上昇率である。  
往4：L記の［〕内は、年金積立金管理運用独立行政法人における市場運用分について、株式等の評価損益も運用収入に含める時価ベースで  
評価したものであり、現金ベースの収支を示す厚生年金の特別会計の決算とは異なる。  
なお、時価ベースの評価には、旧年金福祉事業団から承継した資産（承継資産）に係る損益を含めており、承継資産に係る損益の  
厚生年金・国民年金への按分は、厚生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により行っている。  

注5：平成17年度以降の運用収入には、年金積立金管理運用独立行政法人納付金を含めているへ  
注＊：厚生年金基金の代行部分等を捕止したものハ  

収支比率  （1）   J十   （刀   旬）   （9   伍）   m   倦）   （9   J¢   ¢D  服I 摘  
－－－－－ 実質的な  給付費  基礎年金  その他拠  国庫・公  追加費用  基礎年金  その他交  保険料収  運用収入  賃金    物価  運用   ヽ－1小  
⑧＋㊥  支出②．かil 」里－サ・¢  拠出金  出金  経済負担  交付金  付金等収  上昇率    上昇率 利回り   

入   
兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円  兆円   兆円   兆円   兆円  ％    ％   一路  

平成17年度  114．3                                 31＿7  20．6  1l．l  4．6  0．0  20．8   3．0  l．3    U．5  1．8l   
18   Ill．5  32．7  2l．4  11，3  4．6  0．0  2l．6   3．5  2．0    1．2  2．21   
19   108．9  33．5  22，0  ll，5  4．7  0．0  22．6   4．0  2．3    】．5  2．51   
20   106．l  34．7  22．8  12．0  4．8  U，0  23．5   4．7  2．7    1．9  3．00．   
2l   100．7  36．3  23．7  12．6  6．6  0．0  24．5   4．9  2．l  1．0  3．20   

注：再計算結果の給付費は、基    年金交付金を控除した後の額である（ 

ー23一  
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〔J禎立比率  

決算結果（実績）  

固   固   団   陶   回   同   ⑨   十   ㈹  
栢＼王比率  固                      酌）＋l＋（陀   （9）  実質的な  給付費  基礎年金  その他  同庫・公  追加費用  基礎年金  その他交  前年度末積、ヒ金  賃金上昇    物価上昇運用利糎  

支出針針  拠出金  拠出金  交付金  付金等鶴  率（汀：う）    率  り   
亘）－⑤   しt）¢」でL鑑  （注1）   入り生2）  

億円  憶円  億円  億円  億円  億円  億円  億円   億円  ％  一％、   ％  

平成1′川三度  5．6  ・10，（）36  ト1，240  4、003   1、373，934  △ L15    △0，9－  
t5］  ［1，．う45，967］  ［0．21］  

15   5．5  293，410  208．】40  】02，98（う  41，045  13，9：Zl  3，795  △0．3 －   
「時価∴－ス］  t5．2］  〔【，320，717］  〔4．911  

16  5．3  こ】03．6（う7  2】5∴うボ0  107，874  42，7‡）2  16，0（；0  3，527  1，：174，110  △ 0．20     0．0 －   
【時価べ－－ス】  「1，359，151］  ［2．73］  
17  5．2  45，394  19，474  3，339  l，37軋619  

【時価べ－ス］   ［1382468］   ［682］   

1日  4．リ  4お，285  1‡），989  こぅ，147   1∴i24，020  

一時価ペース1   ［5．2］   ［1，1（）：‡，465］   ［3．10ユ  

14＊   ［6．9］  296，000  21三〉，000  99，000  41，000  △0．9  
15＊   ［6，6］  305，000  220，000  103，000  41，000  △0．3  
16＊   〔6、4ユ  316，000  22R，000  1（）8，000  ■l：l，000  0．0  

17＊   ［6．2］  ：i23，000  232，000  113，000  15，000  △0．3  
18＊   〔6．2】  330，000  234，000  119，000  18，000  0．3  

性1こその 拠Ⅲ金とlよ、l年金保険者拠川金」のことである。   
注2：そ〝）他交付金等収入とは、rl軋軋済連合会等拠出金収入」「職域等費用納付金」のことである。  
注3二貸金l二昇率は、性・年齢構成の変動による影響を控除した標準報酬上昇率である。  
注4：上記のf〕内は、年金積な金管理運剛虫克行政法人における市場運用分について、株式等の評価損益も運川収入に含める時価ベースで  
評価したものであり、現金ベースの収支をホす厚生隼金の特別会計の決算とは異なるじ  
なお、時価ベースの評価には、旧年金福祉事業周から承継した資産（承継資産）に係る損益を含めており、承継資虻に係る損益の  
厚生勺こ金・国民年金への按分は、厚生年金・国民隼金の積立金の元本平均残高の比率により行っている。  

注＊：摩生年食基金の代行部分等を補正したヰ）の。  

平成l（）年財政  再計笥結果  
積立比率  （n   ⊥＋   固   00   固   応）   固   固   
⑨   

短）   個  郎） （陀  

実質的な  給付費  農礎年金  その他拠  国庫・公  追加費用  基礎年金  その他交  前年度末積立金  賃金L昇    物価上昇運用利匝l  
支出（動い巻◆  

（¶－（頸   亘卜昭一筈」㊦  
拠出金  出金  経済負拍  交付金  付金等収  率    率    り   

人  
兆円  兆円  兆llj  兆円  兆ド1  兆‖  兆円  兆円   兆円  ％    ％   ％  

、1え成17年度  6．2                               31．7  20．6  】1．1  4．6  0．0   167，5  1．3    0．5  1．8l   
18   5．R  32．7  21．4  11．3  4，6  0．0   163．9  2．0    1．2  2．21   
19   5．6  33．5  22．0  ＝．5  4．7  0．0   160．8  2．3    1．5  2．51   
2（〕   5．3  34．7  22．8  12．0  4．8  ∩．0   】58．3  2．7    】．9  3．00   
21   5．3  36，3  23．7  12．6  6．6  0．0   156，4  2．l  1．0  3．20   

注：再計算‘  結果の給付費は、基礎年金交付金を控除した後の額であるu   

－ 24 －  
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